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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　第一基板と、
　前記第一基板に対向する第二基板と、
　前記第一基板に設けられた第一反射膜と、
　前記第二基板に設けられ、前記第一反射膜とギャップを介して対向する第二反射膜と、
　前記第一基板に設けられた第一電極、および前記第二基板に設けられて前記第一電極に
対向する第二電極を備えた静電アクチュエーターと、を具備し、
　前記第一電極は、前記第一基板および前記第二基板を基板厚み方向から見た平面視にお
いて、それぞれ同一面積となる形状に形成され、前記第一反射膜の中心点を中心とした仮
想円上で、周方向に沿って等角度間隔で配置された複数の第一部分電極を備え、
　前記第二電極は、前記平面視において、前記第一部分電極と同一形状に形成され、かつ
、前記第一部分電極と重なる位置に設けられた複数の第二部分電極を備え、
　前記静電アクチュエーターは、互いに対向する前記第一部分電極および前記第二部分電
極により構成された部分アクチュエーターを３つ以上備えるとともに、前記３つ以上の部
分アクチュエーターのうちのいずれか２つにより電圧印加用部分アクチュエーターが構成
され、２つの前記電圧印加用部分アクチュエーター間で、前記３つ以上の部分アクチュエ
ーターが電気的に直列に接続されている
　ことを特徴とする波長可変干渉フィルター。
【請求項２】
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　請求項１に記載の波長可変干渉フィルターにおいて、
　２つの前記電圧印加用部分アクチュエーターは、前記仮想円上で、互いに隣り合って配
置され、
　前記静電アクチュエーターにおいて、２つの前記電圧印加用部分アクチュエーター間で
、前記仮想円の周方向に沿って配列された前記部分アクチュエーターが順に電気的に直列
に接続された
　ことを特徴とする波長可変干渉フィルター。
【請求項３】
　請求項１または請求項２に記載の波長可変干渉フィルターにおいて、
　前記静電アクチュエーターが複数設けられ、これらの静電アクチュエーターが電気的に
並列に接続された
　ことを特徴とした波長可変干渉フィルター。
【請求項４】
　第一基板と、
　前記第一基板に対向する第二基板と、
　前記第一基板に設けられた第一反射膜と、
　前記第二基板に設けられ、前記第一反射膜とギャップを介して対向する第二反射膜と、
　前記第一基板に設けられた第一電極と前記第二基板に設けられた第二電極とが対向する
第一容量部と、前記第一基板に設けられた第三電極と前記第二基板に設けられた第四電極
とが対向する第二容量部と、前記第一基板に設けられた第五電極と前記第二基板に設けら
れた第六電極とが対向する第三容量部と、を有する静電アクチュエーターと、を備え、
　前記第一電極、前記第二電極、前記第三電極、前記第四電極、前記第五電極および前記
第六電極の面積は同一であり、
　前記第一容量部と前記第二容量部と前記第三容量部とは、前記第一基板および前記第二
基板を基板厚み方向から見た平面視において、前記第一反射膜の中心点を中心とした仮想
円上で、周方向に沿って等角度間隔で配置され、かつ、電気的に直列に接続されている
　ことを特徴とする波長可変干渉フィルター。
【請求項５】
　請求項１から請求項４のいずれかに記載の波長可変干渉フィルターと、
　前記波長可変干渉フィルターにより取り出された光を検出する検出部と、
　を具備したことを特徴とする光モジュール。
【請求項６】
　請求項５に記載の光モジュールと、
　前記光モジュールの前記検出部により検出された光に基づいて、前記光の光特性を分析
する分析処理部と、
　を具備したことを特徴とする光分析装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、特定波長の光を取得する波長可変干渉フィルター、光モジュール、および光
分析装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来、複数波長の光から、特定波長の光を取り出す波長可変干渉フィルター（光フィル
ター素子）が知られている（例えば、特許文献１参照）。
【０００３】
　この特許文献１に記載の波長可変干渉フィルター（光学フィルタ装置）は、可動部（第
１部分）、および可動部を支持するダイヤフラム（第２部分）を備えた第１基板と、第１
基板に対向する第２基板とを備えている。また、第１基板の可動部には、可動ミラーが形
成され、第２基板の可動部に対向する面には、固定ミラーが形成されている。そして、第
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１基板および第２基板には、それぞれリング状の電極が設けられ、静電アクチュエーター
が構成されている。このような波長可変干渉フィルターでは、電極間に電圧を印加するこ
とで、静電引力によりダイヤフラムを撓ませて、固定ミラーおよび可動ミラーの間のギャ
ップを変動させることができ、所望波長の光を取り出すことができる。
【０００４】
　また、静電アクチュエーターを複数の部分アクチュエーターをそれぞれ制御可能な波長
可変干渉フィルターも知られている（例えば特許文献２）。
【０００５】
　この特許文献２の波長可変干渉フィルター（波長可変フィルタ）は、導電性の可動部を
有する第１の基板と、第２の基板とを備え、第１の基板の可動部と、第２の基板の可動部
に対向する位置とにそれぞれ反射膜が設けられている。そして、これらの第２の基板の可
動部に対向する位置には、円弧状の２つの駆動電極を設けられている。このような波長可
変干渉フィルターでは、２つの駆動電極のそれぞれに異なる電極を印加することで、各駆
動電極と可動部との間に、それぞれ異なる静電引力を作用させることが可能となる。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００６】
【特許文献１】特開２００９－２５１１０５号公報
【特許文献２】特開２００７－０８６５１７号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００７】
　ところで、上記特許文献１に記載の波長可変干渉フィルターにおいて、第１基板に設け
られた電極と第２基板に設けられた電極との間の電極間ギャップが均一である場合、これ
らの電極間に電圧を印加すると、ダイヤフラムが均一に撓む。したがって、可動部は、姿
勢を維持した状態で、第２基板側に移動する。しかしながら、ダイヤフラムに僅かな傾斜
があり、電極間ギャップが不均一である場合では、電極間ギャップが小さいほど大きな静
電引力が作用するため、ダイヤフラムの傾斜が大きくなる。つまり、初期状態において、
ダイヤフラムの傾斜が分光精度に影響を与えない許容値以内のものであっても、電極間に
電圧を印加した状態では、ダイヤフラムの傾斜が大きくなり、分光精度が悪化してしまう
場合がある。
【０００８】
　一方、特許文献２では、静電アクチュエーターを構成する駆動電極を２つ以上に分割さ
れている。このため、これらの駆動電極に印加する電圧を制御することで、ダイヤフラム
の傾斜が大きくなった場合でも、それを補正することもできる。しかしながら、この場合
、ダイヤフラムの傾斜状態を判別して、それに応じた電圧を各駆動電極に与える必要があ
る。したがって、ダイヤフラムの傾斜状態や、電極間ギャップを測定するためのセンサー
を設ける必要があるなど、構成が複雑化するという問題がある。また、測定したダイヤフ
ラムの傾斜状態や電極間ギャップから、各駆動電圧に印加するための駆動電圧を算出する
必要があり、静電アクチュエーターの駆動制御が複雑化するという問題もある。
【０００９】
　本発明は上述のような問題に鑑みて、簡単な構成で、反射膜間のギャップ寸法を変化さ
せた場合でも分解能の低下を抑制できる波長可変干渉フィルター、光モジュール、および
光分析装置を提供することを目的とする。
【課題を解決するための手段】
【００１０】
　本発明の波長可変干渉フィルターは、第一基板と、前記第一基板に対向する第二基板と
、前記第一基板に設けられた第一反射膜と、前記第二基板に設けられ、前記第一反射膜と
ギャップを介して対向する第二反射膜と、前記第一基板に設けられた第一電極、および前
記第二基板に設けられて前記第一電極に対向する第二電極を備えた静電アクチュエーター
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と、を具備し、前記第一電極は、前記第一基板および前記第二基板を基板厚み方向から見
た平面視において、それぞれ同一面積となる形状に形成され、前記第一反射膜の中心点を
中心とした仮想円上で、周方向に沿って等角度間隔で配置された複数の第一部分電極を備
え、前記第二電極は、前記平面視において、前記第一部分電極と同一形状に形成され、か
つ、前記第一部分電極と重なる位置に設けられた複数の第二部分電極を備え、前記静電ア
クチュエーターは、互いに対向する前記第一部分電極および前記第二部分電極により構成
された部分アクチュエーターを３つ以上備えるとともに、前記３つ以上の部分アクチュエ
ーターのうちのいずれか２つにより電圧印加用部分アクチュエーターが構成され、２つの
前記電圧印加用部分アクチュエーター間で、前記３つ以上の部分アクチュエーターが電気
的に直列に接続されていることを特徴とする。
　また、本発明の波長可変干渉フィルターは、第一基板と、前記第一基板に対向する第二
基板と、前記第一基板に設けられた第一反射膜と、前記第二基板に設けられ、前記第一反
射膜とギャップを介して対向する第二反射膜と、前記第一基板に設けられた第一電極と前
記第二基板に設けられた第二電極とが対向する第一容量部と、前記第一基板に設けられた
第三電極と前記第二基板に設けられた第四電極とが対向する第二容量部と、前記第一基板
に設けられた第五電極と前記第二基板に設けられた第六電極とが対向する第三容量部と、
を有する静電アクチュエーターと、を備え、前記第一電極、前記第二電極、前記第三電極
、前記第四電極、前記第五電極および前記第六電極の面積は同一であり、前記第一容量部
と前記第二容量部と前記第三容量部とは、前記第一基板および前記第二基板を基板厚み方
向から見た平面視において、前記第一反射膜の中心点を中心とした仮想円上で、周方向に
沿って等角度間隔で配置され、かつ、電気的に直列に接続されていることを特徴とする。
【００１１】
　ここで、複数の部分アクチュエーターが電気的に直列に接続されるとは、第一電極同士
の接続、第二電極同士の接続が交互に繰り返されて接続される構成を指すものである。例
えば、第１～第４部分アクチュエーターの４つの部分アクチュエーターが、この順で電気
的に直列接続される場合では、第１部分アクチュエーターの第一電極と第２部分アクチュ
エーターの第一電極とが接続され、第２部分アクチュエーターの第二電極と第３部分アク
チュエーターの第二電極とが接続され、第３部分アクチュエーターの第一電極と第４部分
アクチュエーターの第一電極とが接続される。
【００１２】
　一般に静電アクチュエーターで発生する静電引力Ｆは、その静電アクチュエーターによ
り保持される電荷量と電極の面積とに基づいて変化する。また、この電荷量は、電極の面
積が増大するに従って、また、電極間の距離が小さくなるに従って増大する。
　これに対し、本発明では、部分アクチュエーターが、電気的に直列に接続されているの
で、２つの電圧印加用部分アクチュエーター間で電圧Ｖを印加すると、それぞれ容量リア
クタンスに応じた分圧が印加されることとなり、各部分アクチュエーターにおいて保持さ
れる電荷量は同一となる。また、各第一部分電極が平面視において同一面積を有し、各第
二部分電極は、第一部分電極と同一の形状に形成されている。このため、各部分アクチュ
エーターで作用する静電引力は、電極の面積、および保持される電荷量が同値となるため
、同一の大きさとなる。
　したがって、本発明では、第一基板または第二基板の傾斜により、各部分アクチュエー
ターにおける部分電極ギャップに差があった場合でも、各部分アクチュエーターに同じ大
きさの静電引力を作用させることができる。これにより、第一反射膜および第二反射膜の
間のギャップを変更した際に、第一基板または第二基板の一部に大きい静電引力が作用し
て第一および第二反射膜の平行関係を維持できなくなる不都合を防止でき、分解能の低下
を抑えることができる。
【００１３】
　本発明の波長可変干渉フィルターは、前記複数の第一部分電極は、前記平面視において
、前記第一反射膜の中心点を中心とした仮想円上で、周方向に沿って等角度間隔で配置さ
れ、前記複数の部分アクチュエーターのうちのいずれか２つにより電圧印加用部分アクチ
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ュエーターが構成され、前記静電アクチュエーターにおいて、２つの前記電圧印加用部分
アクチュエーター間で、前記複数の部分アクチュエーターが電気的に直列に接続されてい
ることが好ましい。
　本発明では、２つの電圧印加用部分アクチュエーター間に駆動電圧を印加するだけで、
上述のように、各部分アクチュエーターに作用させる静電引力を均一にすることができ、
分解能の低下を抑えることができる。このため、各部分アクチュエーターに印加する電圧
を制御するための複雑な回路を不要にでき、各部分アクチュエーターに対する個別の電圧
制御をも行う必要がないので、静電アクチュエーターの制御も容易に実施できる。
　なお、部分アクチュエーターが２つである場合は、これらの２つの部分アクチュエータ
ーが電圧印加用部分アクチュエーターであり、２つの電圧印加用部分アクチュエーターが
直列に接続される構成となる。
【００１４】
　本発明の波長可変干渉フィルターでは、２つの前記電圧印加用部分アクチュエーターは
、前記仮想円上で、互いに隣り合って配置され、前記静電アクチュエーターにおいて、２
つの前記電圧印加用部分アクチュエーター間で、前記仮想円の周方向に沿って配列された
前記部分アクチュエーターが順に電気的に直列に接続されたことが好ましい。
【００１５】
　この発明では、部分アクチュエーターは、仮想円の円周方向に並ぶ順に直列に接続され
ている。このような構成であれば、各部分アクチュエーター間を接続する接続電極部を短
くすることができ、抵抗を低減させることができる。
【００１６】
　本発明の波長可変干渉フィルターでは、前記静電アクチュエーターが複数設けられ、こ
れらの静電アクチュエーターが電気的に並列に接続されたことが好ましい。
【００１７】
　この発明では、上述のように、部分アクチュエーターが等角度間隔で配置されていた静
電アクチュエーターが複数設けられている。上述したように、各部分アクチュエーターに
は分圧された電圧が印加されるため、１つの静電アクチュエーターを構成する部分アクチ
ュエーターの数が多ければ、各部分アクチュエーターに印加される分圧値が小さくなる。
この場合、部分アクチュエーターで作用する静電引力も小さくなってしまい、所望の静電
引力を得るために、駆動電圧を大きくする必要がある。これに対して、本発明では、上述
のような静電アクチュエーターを並列接続にすることで、小さい駆動電圧で所望の静電引
力を得ることができる。
　例えば、２つの部分アクチュエーターにより構成された静電アクチュエーターを２つ並
列接続する波長可変干渉フィルターと、４つの部分アクチュエーターにより構成された１
つの静電アクチュエーターとを比較した場合、前者の波長可変干渉フィルターは、後者の
波長可変干渉フィルターの略半分の駆動電圧で、後者の波長可変干渉フィルターと同じ静
電引力を得ることができる。
【００１８】
　本発明の光モジュールは、上述したような波長可変干渉フィルターと、前記波長可変干
渉フィルターにより取り出された光を検出する検出部と、を具備したことを特徴とする。
【００１９】
　この発明では、光モジュールは、上述したような波長可変干渉フィルターを備えている
。波長可変干渉フィルターは、上記のように、第一反射膜および第二反射膜の間のギャッ
プを変更した場合でも、各部分アクチュエーターに同一の大きさの静電引力を作用させる
ことができ、分解能の低下を抑えることができる。
　したがって、このような波長可変干渉フィルターを備えた光モジュールでは、高分解能
で取り出された光を検出部で検出することができるので、高精度な検出結果を得ることが
できる。
【００２０】
　本発明の光分析装置は、上述したような光モジュールと、前記光モジュールの前記検出
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部により検出された光に基づいて、前記光の光特性を分析する分析処理部と、を具備した
ことを特徴とする。
【００２１】
　ここで、光分析装置としては、上記のような光モジュールから出力される電気信号に基
づいて、光モジュールに入射した光の色度や明るさなどを分析する光測定器、ガスの吸収
波長を検出してガスの種類を検査するガス検出装置、受光した光からその波長の光に含ま
れるデータを取得する光通信装置などを例示することができる。
　この発明では、光分析装置は、上述したような光モジュールを備えている。光モジュー
ルは、上記のように、高分解能で取り出された光を検出して、高精度な検出結果を得るこ
とができる。したがって、このような光モジュールを備えた光分析装置では、高精度な検
出結果に基づいて、正確な光分析処理を実施することができる。
【図面の簡単な説明】
【００２２】
【図１】本発明に係る第一実施形態の測色装置（光分析装置）の概略構成を示す図である
。
【図２】第一実施形態の波長可変干渉フィルターの概略構成を示す平面図である。
【図３】図２をIII－III線で断面した波長可変干渉フィルターの断面図である。
【図４】第一実施形態の波長可変干渉フィルターの固定基板を可動基板側から見た平面図
である。
【図５】第一実施形態の波長可変干渉フィルターの可動基板を固定基板側から見た平面図
である。
【図６】第一実施形態の静電アクチュエーターの配線図である。
【図７】第二実施形態の波長可変干渉フィルターの概略構成を示す平面図である。
【図８】第二実施形態の波長可変干渉フィルターの固定基板を可動基板側から見た平面図
である。
【図９】第二実施形態の波長可変干渉フィルターの可動基板を固定基板側から見た平面図
である。
【図１０】第二実施形態の波長可変干渉フィルターにおける配線図である。
【発明を実施するための形態】
【００２３】
[第一実施形態]
　以下、本発明に係る第一実施形態について、図面に基づいて説明する。
　〔１．測色装置の全体構成〕
　図１は、本発明に係る実施形態の測色装置（光分析装置）の概略構成を示す図である。
　この測色装置１は、本発明の光分析装置であり、図１に示すように、検査対象Ａに光を
射出する光源装置２と、本発明の光モジュールである測色センサー３と、測色装置１の全
体動作を制御する制御装置４とを備えている。そして、この測色装置１は、光源装置２か
ら射出される光を検査対象Ａにて反射させ、反射された検査対象光を測色センサー３にて
受光し、測色センサー３から出力される検出信号に基づいて、検査対象光の色度、すなわ
ち検査対象Ａの色を分析して測定する装置である。
【００２４】
　〔２．光源装置の構成〕
　光源装置２は、光源２１、複数のレンズ２２（図１には１つのみ記載）を備え、検査対
象Ａに対して白色光を射出する。複数のレンズ２２には、コリメーターレンズが含まれて
いてもよく、この場合、光源装置２は、光源２１から射出された白色光をコリメーターレ
ンズにより平行光とし、図示しない投射レンズから検査対象Ａに向かって射出する。
　なお、本実施形態では、光源装置２を備える測色装置１を例示するが、例えば検査対象
Ａが液晶パネルなどの発光部材である場合、光源装置２が設けられない構成としてもよい
。
【００２５】
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　〔３．測色センサーの構成〕
　測色センサー３は、本発明の光モジュールを構成する。この測色センサー３は、図１に
示すように、波長可変干渉フィルター５と、波長可変干渉フィルター５を透過した光を受
光して検出する検出部３１と、波長可変干渉フィルター５に駆動電圧を印加する電圧制御
部３２と、を備えている。また、測色センサー３は、波長可変干渉フィルター５に対向す
る位置に、検査対象Ａで反射された反射光（検査対象光）を、内部に導光する図示しない
入射光学レンズを備えている。そして、この測色センサー３は、波長可変干渉フィルター
５により、入射光学レンズから入射した検査対象光のうち、所定波長の光のみを分光し、
分光した光を検出部３１にて受光する。
　検出部３１は、複数の光電交換素子により構成されており、受光量に応じた電気信号を
生成する。そして、検出部３１は、制御装置４に接続されており、生成した電気信号を受
光信号として制御装置４に出力する。
【００２６】
　（３－１．波長可変干渉フィルターの構成）
　図２は、波長可変干渉フィルター５の概略構成を示す平面図であり、図３は、図２をII
I－III線で断面した波長可変干渉フィルター５の断面図である。
　波長可変干渉フィルター５は、図２に示すように、平面正方形状の板状の光学部材であ
る。この波長可変干渉フィルター５は、図３に示すように、本発明の第一基板である固定
基板５１、および本発明の第二基板である可動基板５２を備えている。これらの２枚の基
板５１，５２は、それぞれ例えば、ソーダガラス、結晶性ガラス、石英ガラス、鉛ガラス
、カリウムガラス、ホウケイ酸ガラス、無アルカリガラスなどの各種ガラスや、水晶など
により形成されている。そして、これらの２つの基板５１，５２は、外周部近傍に形成さ
れる接合部５１３，５２３が、例えば常温活性化接合やプラズマ重合膜を用いたシロキサ
ン接合などにより、接合されることで、一体的に構成されている。
【００２７】
　固定基板５１には、本発明の第一反射膜を構成する固定反射膜５６が設けられ、可動基
板５２には、本発明の第二反射膜を構成する可動反射膜５７が設けられている。ここで、
固定反射膜５６は、固定基板５１の可動基板５２に対向する面に固定され、可動反射膜５
７は、可動基板５２の固定基板５１に対向する面に固定されている。また、これらの固定
反射膜５６および可動反射膜５７は、ギャップを介して対向配置されている。
　さらに、固定基板５１と可動基板５２との間には、固定反射膜５６および可動反射膜５
７の間のギャップの寸法を調整するための静電アクチュエーター５４が設けられている。
この静電アクチュエーター５４は、固定基板５１側に設けられる本発明の第一電極として
の固定電極５４１と、可動基板５２側に設けられる本発明の第二電極としての可動電極５
４２とを備えている。
【００２８】
　（３－１－１．固定基板の構成）
　図４は、第一実施形態の波長可変干渉フィルター５における固定基板５１を可動基板５
２側から見た平面図である。
　固定基板５１は、厚みが例えば５００μｍに形成されるガラス基材を加工することで形
成される。具体的には、図３に示すように、固定基板５１には、エッチングにより電極形
成溝５１１および反射膜固定部５１２が形成されている。この固定基板５１は、可動基板
５２に対して厚み寸法が大きく形成されており、固定電極５４１および可動電極５４２間
に電圧を印加した際の静電引力や、固定電極５４１の内部応力による固定基板５１の撓み
はない。
【００２９】
　電極形成溝５１１は、図４に示すように、平面視で、固定基板５１の平面中心点を中心
とした円形に形成されている。反射膜固定部５１２は、前記平面視において、電極形成溝
５１１の中心部から可動基板５２側に突出して形成される。
　また、固定基板５１には、電極形成溝５１１から、固定基板５１の外周縁の頂点方向（
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例えば図４における左下方向、および右上方向）に向かって延出する一対の電極引出溝５
１４（図示略）が設けられている。さらに、一対の電極引出溝のうちの一方の先端部（本
実施形態では、図４において右上方向に延出した電極引出溝の先端部）には、図４に示す
ように、切欠部５１５が形成されている。
【００３０】
　そして、固定基板５１の電極形成溝５１１の溝底部である電極形成面５１１Ａには、固
定電極５４１が形成されている。
　この固定電極５４１は、図４に示すように、円弧状の複数の固定部分電極５４３（５４
３Ａ，５４３Ｂ，５４３Ｃ）により構成されている。これらの固定部分電極５４３は、本
発明の第一部分電極を構成する。
　これらの固定部分電極５４３Ａ，５４３Ｂ，５４３Ｃは、それぞれ、基板厚み方向から
見た平面視における平面形状が同一であり、かつ同一厚み寸法に形成されている。そして
、これらの固定部分電極５４３Ａ，５４３Ｂ，５４３Ｃは、平面視において、波長可変干
渉フィルター５の平面中心を中心とした仮想円Ｐの円周に沿って、等角度間隔で配置され
ている。すなわち、これらの固定部分電極５４３Ａ，５４３Ｂ，５４３Ｃは、各重心位置
が１２０度間隔となるように、それぞれ配置されている。
【００３１】
　ここで、３つの固定部分電極５４３のうち、固定部分電極５４３Ａは、固定電極引出線
５４５を備えている。この固定電極引出線５４５は、固定部分電極５４３Ａの外周縁から
、図４における左下方向に延出した電極引出溝５１４に沿って形成され、その先端部には
、電圧制御部３２に接続される電極パッド５４５Ｐが設けられている。
　また、固定部分電極５４３Ｂと、固定部分電極５４３Ｃとは、固定電極接続線５４６に
より接続されている。
　さらに、これらの固定部分電極５４３上には、固定電極５４１および可動電極５４２の
間の放電を防止するための絶縁膜が積層されている。
【００３２】
　反射膜固定部５１２は、上述したように、電極形成溝５１１と同軸上で、電極形成溝５
１１よりも小さい径寸法となる円柱状に形成されている。なお、本実施形態では、図３に
示すように、反射膜固定部５１２の可動基板５２に対向する反射膜固定面５１２Ａが、電
極形成面５１１Ａよりも可動基板５２に近接して形成される例を示すが、これに限らない
。電極形成面５１１Ａおよび反射膜固定面５１２Ａの高さ位置は、反射膜固定面５１２Ａ
に固定される固定反射膜５６、および可動基板５２に形成される可動反射膜５７の間のギ
ャップの寸法、固定電極５４１および可動電極５４２の間の寸法、固定反射膜５６や可動
反射膜５７の厚み寸法により適宜設定される。したがって、例えば、電極形成面５１１Ａ
と反射膜固定面５１２Ａとが同一面に形成される構成や、電極形成面５１１Ａの中心部に
、円柱凹溝上の反射膜固定溝が形成され、この反射膜固定溝の底面に反射膜固定面が形成
される構成などとしてもよい。
【００３３】
　そして、反射膜固定面５１２Ａには、円形状に形成される固定反射膜５６が固定されて
いる。この固定反射膜５６としては、金属の単層膜により形成されるものであってもよく
、誘電体多層膜により形成されるものであってもよく、さらには、誘電多層膜上にＡｇ合
金が形成される構成などとしてもよい。金属単層膜としては、例えばＡｇ合金の単層膜を
用いることができ、誘電体多層膜の場合は、例えば高屈折層をＴｉＯ２、低屈折層をＳｉ
Ｏ２とした誘電体多層膜を用いることができる。
【００３４】
　さらに、固定基板５１は、可動基板５２に対向する面とは反対側の面において、固定反
射膜５６に対応する位置に図示略の反射防止膜（ＡＲ）が形成されている。この反射防止
膜は、低屈折率膜および高屈折率膜を交互に積層することで形成され、固定基板５１の表
面での可視光の反射率を低下させ、透過率を増大させる。
【００３５】
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　（３－１－２．可動基板の構成）
　図５は、第一実施形態の波長可変干渉フィルター５における可動基板５２を固定基板５
１側から見た平面図である。
　可動基板５２は、厚みが例えば２００μｍに形成されるガラス基材をエッチングにより
加工することで形成される。
　具体的には、可動基板５２は、図２、図５に示すような平面視において、基板中心点を
中心とした円形の可動部５２１と、可動部５２１と同軸であり可動部５２１を保持する保
持部５２２と、を備えている。
　また、可動基板５２は、図２および図５に示すように、切欠部５２４を備えている。こ
の切欠部５２４は、固定基板５１の電極パッド５４５Ｐに対応する位置に設けられている
。これにより、波長可変干渉フィルター５の可動基板５２側から見た面に電極パッド５４
５Ｐが露出する。
【００３６】
　可動部５２１は、保持部５２２よりも厚み寸法が大きく形成され、例えば、本実施形態
では、可動基板５２の厚み寸法と同一寸法である２００μｍに形成されている。また、可
動部５２１は、反射膜固定部５１２に平行な可動面５２１Ａを備え、この可動面５２１Ａ
に、固定反射膜５６とギャップを介して対向する可動反射膜５７が固定されている。
　ここで、この可動反射膜５７は、上述した固定反射膜５６と同一の構成の反射膜が用い
られる。
【００３７】
　さらに、可動部５２１は、可動面５２１Ａとは反対側の面において、可動反射膜５７に
対応する位置に図示略の反射防止膜（ＡＲ）が形成されている。この反射防止膜は、固定
基板５１に形成される反射防止膜と同様の構成を有し、低屈折率膜および高屈折率膜を交
互に積層することで形成される。
【００３８】
　保持部５２２は、可動部５２１の周囲を囲うダイヤフラムであり、例えば厚み寸法が５
０μｍに形成され、可動部５２１よりも厚み方向に対する剛性が小さく形成されている。
　このため、保持部５２２は可動部５２１よりも撓みやすく、僅かな静電引力により固定
基板５１側に撓ませることが可能となる。この際、可動部５２１は、保持部５２２よりも
厚み寸法が大きく、剛性が大きくなるため、静電引力により可動基板５２を撓ませる力が
作用した場合でも、可動部５２１の撓みはほぼなく、可動部５２１に形成された可動反射
膜５７の撓みも防止できる。
【００３９】
　そして、この保持部５２２の固定基板５１に対向する面には、固定電極５４１と、初期
状態において約１μｍの隙間を介して対向する、可動電極５４２が形成されている。
　この可動電極５４２は、図５に示すように、円弧状の複数の可動部分電極５４４（５４
４Ａ，５４４Ｂ，５４４Ｃ）により構成されている。これらの可動部分電極５４４は、本
発明の第二部分電極を構成する。
　これらの可動部分電極５４４Ａ，５４４Ｂ，５４４Ｃは、それぞれ、基板厚み方向から
見た平面視における平面形状が固定部分電極５４３Ａ，５４３Ｂ，５４３Ｃと同一に形成
されている。すなわち、可動部分電極５４４Ａ，５４４Ｂ，５４４Ｃ、および固定部分電
極５４３Ａ，５４３Ｂ，５４３Ｃは、平面視において全て同一形状に形成される。また、
各可動部分電極５４４Ａ，５４４Ｂ，５４４Ｃは、それぞれ同一厚み寸法に形成されてい
る。なお、可動部分電極５４４Ａ，５４４Ｂ，５４４Ｃの厚み寸法が、固定部分電極５４
３Ａ，５４３Ｂ，５４３Ｃの厚み寸法と同一寸法に形成される構成としてもよい。
　そして、これらの可動部分電極５４４Ａ，５４４Ｂ，５４４Ｃは、図２に示すように、
平面視において、それぞれ、固定部分電極５４３Ａ，５４３Ｂ，５４３Ｃと重なる位置に
配置されている。
【００４０】
　また、可動部分電極５４４のうち、可動部分電極５４４Ｃは、可動電極引出線５４７を



(10) JP 5673075 B2 2015.2.18

10

20

30

40

50

備えている。この可動電極引出線５４７は、可動部分電極５４４Ｃの外周縁から、図２に
おいて左上方向に延出した電極引出溝５１４に沿って対向する位置に形成され、その先端
部には、電圧制御部３２に接続される電極パッド５４７Ｐが設けられている。この電極パ
ッド５４７Ｐは、固定基板５１の切欠部５１５に対応する部分に配置される。これにより
、波長可変干渉フィルター５の固定基板５１側から見た面に電極パッド５４７Ｐが露出す
る。
　さらに、可動部分電極５４４Ａと、可動部分電極５４４Ｂとは、可動電極接続線５４８
により接続されている。
【００４１】
　（３－１－３．静電アクチュエーターの構成）
　図６は、第一実施形態の静電アクチュエーター５４の配線図である。
　静電アクチュエーター５４は、図２に示すように、固定部分電極５４３Ａおよび可動部
分電極５４４Ａにより構成される部分アクチュエーター５５Ａと、固定部分電極５４３Ｂ
および可動部分電極５４４Ｂにより構成される部分アクチュエーター５５Ｂと、固定部分
電極５４３Ｃおよび可動部分電極５４４Ｃにより構成される部分アクチュエーター５５Ｃ
とを備えている。
【００４２】
　ここで、上述したように、固定部分電極５４３Ａに固定電極引出線５４５が形成され、
可動部分電極５４４Ｃに可動電極引出線５４７が形成され、これらの固定電極引出線５４
５および可動電極引出線５４７は、それぞれ電圧制御部３２に接続されている。すなわち
、固定部分電極５４３Ａを有する部分アクチュエーター５５Ａ、および可動部分電極５４
４Ｃを有する部分アクチュエーター５５Ｃが本発明の電圧印加用部分アクチュエーターを
構成する。
　そして、部分アクチュエーター５５Ａ，５５Ｂは、可動電極接続線５４８により接続さ
れ、部分アクチュエーター５５Ｂ，５５Ｃは、固定電極接続線５４６により接続されてい
る。つまり、静電アクチュエーター５４を構成する各部分アクチュエーター５５（５５Ａ
，５５Ｂ，５５Ｃ）は、図６に示すように、電気的に直列接続されている。
【００４３】
　このような構成の静電アクチュエーター５４では、固定電極引出線５４５および可動電
極引出線５４７間に駆動電圧Ｖが印加されると、各部分アクチュエーター５５Ａ，５５Ｂ
，５５Ｃには、容量リアクタンスに応じた分圧Ｖ１，Ｖ２，Ｖ３が印加される。
　また、各部分アクチュエーター５５Ａ，５５Ｂ，５５Ｃにおける固定部分電極５４３と
可動部分電極５４４との間の寸法（部分電極間ギャップ）をそれぞれｄ１、ｄ２、ｄ３、
固定部分電極５４３および可動部分電極５４４の面積をＳ、誘電率をεとすると、各部分
アクチュエーター５５Ａ，５５Ｂ，５５Ｃの静電容量Ｃ１，Ｃ２，Ｃ３はそれぞれ、以下
の式（１）～（３）で表される。
【００４４】
　[数１]
　Ｃ１＝εＳ／ｄ１　　　…（１）
　Ｃ２＝εＳ／ｄ２　　　…（２）
　Ｃ３＝εＳ／ｄ３　　　…（３）
【００４５】
　ここで、各部分アクチュエーター５５Ａ，５５Ｂ，５５Ｃは、電気的に直列接続されて
いるため、これらの部分アクチュエーター５５Ａ，５５Ｂ，５５Ｃで保持される電荷量Ｑ
は同値となり、以下の式（４）が成立する。
【００４６】
　[数２]
　Ｑ＝Ｃ１Ｖ１＝Ｃ２Ｖ２＝Ｃ３Ｖ３　　　　…（４）
【００４７】
　一方、各部分アクチュエーター５５Ａ，５５Ｂ，５５Ｃに作用する静電引力Ｆ１，Ｆ２
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，Ｆ３は、各部分アクチュエーター５５Ａ，５５Ｂ，５５Ｃの固定部分電極５４３と可動
部分電極５４４との間の電界Ｅ１，Ｅ２，Ｅ３と、各部分アクチュエーター５５Ａ，５５
Ｂ，５５Ｃで保持される電荷量Ｑとの積Ｅ１Ｑ，Ｅ２Ｑ，Ｅ３Ｑとなる。
　したがって、静電引力Ｆ１，Ｆ２，Ｆ３は、上記式（１）～（４）を代入すると、以下
の式（５）～（７）のように表せる。
【００４８】
　[数３]
　Ｆ１＝Ｅ１Ｑ＝Ｑ２／εＳ　　　…（５）
　Ｆ２＝Ｅ２Ｑ＝Ｑ２／εＳ　　　…（６）
　Ｆ３＝Ｅ３Ｑ＝Ｑ２／εＳ　　　…（７）
【００４９】
　すなわち、上記式（５）～（７）に示されるように、各部分アクチュエーター５５Ａ，
５５Ｂ，５５Ｃに作用する静電引力Ｆ１，Ｆ２，Ｆ３は、部分電極間ギャップｄ１、ｄ２

、ｄ３の値によらず同値となる。
　したがって、例えば、初期ギャップにおいて、部分電極間ギャップｄ１、ｄ２、ｄ３の
値に、例えば測定精度に影響しない程度の僅かな差があり、静電アクチュエーター５４に
電圧を印加した場合であっても、これらの部分電極間ギャップｄ１、ｄ２、ｄ３の差が開
くことがなく、保持部５２２を均一に撓ませることができる。
【００５０】
　（３－２．電圧制御手段の構成）
　電圧制御部３２は、制御装置４からの入力される制御信号に基づいて、静電アクチュエ
ーター５４に印加する電圧を制御する。
【００５１】
　〔４．制御装置の構成〕
　制御装置４は、測色装置１の全体動作を制御する。
　この制御装置４としては、例えば汎用パーソナルコンピューターや、携帯情報端末、そ
の他、測色専用コンピューターなどを用いることができる。
　そして、制御装置４は、図１に示すように、光源制御部４１、測色センサー制御部４２
、および本発明の分析処理部を構成する測色処理部４３などを備えて構成されている。
　光源制御部４１は、光源装置２に接続されている。そして、光源制御部４１は、例えば
利用者の設定入力に基づいて、光源装置２に所定の制御信号を出力し、光源装置２から所
定の明るさの白色光を射出させる。
　測色センサー制御部４２は、測色センサー３に接続されている。そして、測色センサー
制御部４２は、例えば利用者の設定入力に基づいて、測色センサー３にて受光させる光の
波長を設定し、この波長の光の受光量を検出する旨の制御信号を測色センサー３に出力す
る。これにより、測色センサー３の電圧制御部３２は、制御信号に基づいて、利用者が所
望する光の波長のみを透過させるよう、静電アクチュエーター５４への印加電圧を設定す
る。
　測色処理部４３は、検出部３１により検出された受光量から、測定対象Ａの色度を分析
する。
【００５２】
　〔５．本実施形態の作用効果〕
　上述したように、上記実施形態の波長可変干渉フィルター５は、可動部５２１を固定基
板５１に向かって進退させるための静電引力を発生させる静電アクチュエーター５４を備
えている。そして、この静電アクチュエーター５４は、複数の固定部分電極５４３により
構成された固定電極５４１と、複数の可動部分電極５４４により構成された可動電極５４
２とを備えている。そして、これらの各固定部分電極５４３および各可動部分電極５４４
は、平面視において同一形状に形成され、固定部分電極５４３および可動部分電極５４４
が対向して配置されることで部分アクチュエーター５５が構成される。また、これらの部
分アクチュエーター５５は、仮想円Ｐの周方向に沿って等角度間隔（１２０度間隔）で配
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置され、電気的に直列接続されている。
　このような構成では、静電アクチュエーター５４に駆動電圧を印加した際に、上記式（
５）～（７）に示すように、各部分アクチュエーター５５に同一大きさの静電引力が作用
する。また、上述のように、各部分アクチュエーター５５が等角度間隔に配置されている
ので、保持部５２２は、等角度間隔に配置されたこれらの部分アクチュエーター５５によ
り、均一な静電引力を受けて、固定基板５１側に均一に撓み、可動部５２１も、初期状態
の姿勢を保ったまま固定基板５１側に移動可能となる。
　したがって、固定反射膜５６および可動反射膜５７間のギャップを変動させた場合でも
、固定反射膜５６および可動反射膜５７の平行性を維持することができ、分解能の低下を
抑えることができる。
　また、このような波長可変干渉フィルター５を備えた測色センサー３では、検出部３１
にて、高分解能で分光された光を検出することができ、正確な光量検出結果を得ることが
できる。さらに、測色装置１では、この測色センサー３により検出された光量により、検
査対象Ａの測色を行うことで、精度の高い測色処理を行うことができる。
【００５３】
　また、電圧印加用部分アクチュエーターである部分アクチュエーター５５Ａ，５５Ｃ間
に駆動電圧を印加するだけで、各部分アクチュエーターの静電引力を容易に同値にするこ
とができる。したがって、各部分アクチュエーター５５を制御するために、各部分アクチ
ュエーター５５に印加する電圧をそれぞれ制御するなどといった複雑な制御方法を不要に
でき、部分アクチュエーターを制御するための制御回路等も不要にできる。すなわち、簡
単な構成および電圧制御で、反射膜５６，５７間のギャップを変動させた場合でも分解能
の低下を抑えることができる。
【００５４】
　そして、静電アクチュエーター５４の部分アクチュエーター５５Ａ，５５Ｂ，５５Ｃは
、一方の電圧印加用部分アクチュエーターである部分アクチュエーター５５Ａから、他方
の電圧印加用部分アクチュエーターである部分アクチュエーター５５Ｃまで、仮想円Ｐの
周方向に沿って配設される順に電気的に直列接続されている。
　このような構成では、固定電極接続線５４６、可動電極接続線５４８の距離を短くする
ことができ、抵抗の増大を防止することができる。特に、静電アクチュエーター５４を構
成する部分アクチュエーターの個数が４つ以上となり、電圧印加用部分アクチュエーター
の個数が増えるほど、各部分アクチュエーターを接続する接続線の本数が増える。このよ
うな場合、部分アクチュエーターが、不規則な順番で電気的に直列に接続される場合、固
定電極接続線５４６や可動電極接続線５４８の構成も複雑化し、抵抗が増大するが、上記
のように、仮想円Ｐの周方向に沿って配置される順に電気的に直列に接続される場合、効
果的に抵抗増大を防止することができる。
【００５５】
〔第二実施形態〕
　次に、本発明の第二実施形態について図面に基づいて説明する。
　第二実施形態は、上記第一実施形態の測色装置１における波長可変干渉フィルター５を
変形したものである。したがって、第二実施形態の波長可変干渉フィルター５Ａについて
、以下説明する。
　図７は、第二実施形態の波長可変干渉フィルター５Ａの概略構成を示す平面図である。
図８は、波長可変干渉フィルター５Ａの固定基板５１を可動基板５２側から見た平面図で
ある。図９は、波長可変干渉フィルター５Ａの可動基板５２を固定基板５１側から見た平
面図である。図１０は、波長可変干渉フィルター５Ａにおける配線図である。なお、上記
第一実施形態と同一の構成については同符号を付し、その説明を省略または簡略する。
【００５６】
　上述した第一実施形態の波長可変干渉フィルター５では、複数の部分アクチュエーター
５５が電気的に直列接続された静電アクチュエーター５４が１つ設けられる例を示した。
　これに対して、第二実施形態の波長可変干渉フィルター５Ａでは、複数の静電アクチュ
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エーター（第一静電アクチュエーター５４Ａ，第二静電アクチュエーター５４Ｂ）が設け
られ、これらが電気的に並列接続される構成となる。以下、このような波長可変干渉フィ
ルター５Ａの構成について詳述する。
【００５７】
　〔６．波長可変干渉フィルターの構成〕
　（６－１．固定基板の構成）
　波長可変干渉フィルター５Ａの固定基板５１には、第一実施形態と同様に、エッチング
により電極形成溝５１１および反射膜固定部５１２が形成されている。また、第二実施形
態の固定基板５１には、切欠部５１５が形成されない。
【００５８】
　そして、固定基板５１の電極形成溝５１１の溝底部には、第一静電アクチュエーター５
４Ａを構成する第一固定電極５４１Ａと、第二静電アクチュエーター５４Ｂを構成する第
二固定電極５４１Ｂと、が形成されている。
　第一固定電極５４１Ａは、図８に示すように、円弧状の複数（第二実施形態では２つ）
の第一固定部分電極５４３Ｄ（５４３Ｄ１，５４３Ｄ２）により構成されている。これら
の第一固定部分電極５４３Ｄは、第一静電アクチュエーター５４Ａにおける本発明の第一
部分電極を構成する。
　第二固定電極５４１Ｂは、図８に示すように、円弧状の複数（第二実施形態では２つ）
の第二固定部分電極５４３Ｅ（５４３Ｅ１，５４３Ｅ２）により構成されている。これら
の第二固定部分電極５４３Ｅは、第二静電アクチュエーター５４Ｂにおける本発明の第一
部分電極を構成する。
【００５９】
　これらの第一固定部分電極５４３Ｄは、それぞれ、平面視における平面形状が同一であ
り、かつ同一厚み寸法に形成され、仮想円Ｐの円周に沿って、等角度間隔（１８０度間隔
）で配置されている。
　第二固定部分電極５４３Ｅも、それぞれ、平面視における平面形状が同一であり、かつ
同一厚み寸法に形成され、仮想円Ｐの円周に沿って、等角度間隔（１８０度間隔）で配置
されている。
　また、第一固定部分電極５４３Ｄおよび第二固定部分電極５４３Ｅは、それぞれ、平面
視における平面形状が同一であり、同一厚み寸法に形成されることが好ましい。
　さらに、第二固定部分電極５４３Ｅおよび第一固定部分電極５４３Ｄは、同一形状に形
成され、かつ、これらの第一および第二固定部分電極５４３Ｄ，５４３Ｅが仮想円Ｐの円
周方向に沿って等角度間隔（９０度間隔）で配置されることが好ましい。
【００６０】
　そして、第一固定部分電極５４３Ｄ１と第二固定部分電極５４３Ｅ１とは、固定電極接
続線５４５Ａにより接続されている。この固定電極接続線５４５Ａからは、図７、図８に
おける左下方向に延出する電極引出溝５１４に沿って、固定電極引出線５４６Ａが延出形
成されている。この固定電極引出線５４６Ａの先端部には、電圧制御部３２に接続される
電極パッド５４６Ｐ１が設けられている。
　また、第一固定部分電極５４３Ｄ２と第二固定部分電極５４３Ｅ２とは、固定電極接続
線５４５Ｂにより接続されている。この固定電極接続線５４５Ｂからは、図７、図８にお
ける右上方向に延出する電極引出溝５１４に沿って、固定電極引出線５４６Ｂが延出形成
されている。この固定電極引出線５４６Ｂの先端部には、電圧制御部３２に接続される電
極パッド５４６Ｐ２が設けられている。
　さらに、これらの固定部分電極５４３上には、固定電極５４１および可動電極５４２の
間の放電を防止するための絶縁膜が積層されている。
【００６１】
　反射膜固定部５１２および固定反射膜５６の構成は、上記第一実施形態と同様であるた
め、ここでの説明は省略する。
【００６２】
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　（６－２．可動基板の構成）
　波長可変干渉フィルター５Ａの可動基板５２は、第一実施形態と同様、エッチングによ
り形成される可動部５２１と、保持部５２２とを備えている。
　また、波長可変干渉フィルター５Ａの可動基板５２は、図７および図９に示すように、
固定基板５１の電極パッド５４６Ｐ１、５４６Ｐ２に対応する位置に、それぞれ切欠部５
２４を備えている。これらの切欠部５２４により、波長可変干渉フィルター５Ａの可動基
板５２側の面に電極パッド５４６Ｐ１、５４６Ｐ２が露出する。
【００６３】
　可動部５２１および保持部５２２の構成は、上記第一実施形態と同様であるため、ここ
での説明は省略する。
【００６４】
　保持部５２２の固定基板５１に対向する面には、第一固定電極５４１Ａおよび第二固定
電極５４１Ｂと対向する、第一可動電極５４２Ａおよび第二可動電極５４２Ｂが形成され
ている。ここで、第一固定電極５４１Ａおよび第一可動電極５４２Ａにより第一静電アク
チュエーター５４Ａが構成され、第二固定電極５４１Ｂおよび第二可動電極５４２Ｂによ
り第二静電アクチュエーター５４Ｂが構成される。
【００６５】
　第一可動電極５４２Ａは、図９に示すように、円弧状の複数（第二実施形態では２つ）
の第一可動部分電極５４４Ｄ（５４４Ｄ１，５４４Ｄ２）により構成されている。これら
の第一可動部分電極５４４Ｄは、第一静電アクチュエーター５４Ａにおける本発明の第二
部分電極を構成する。
　第二可動電極５４２Ｂも、同様に、円弧状の複数（第二実施形態では２つ）の第二可動
部分電極５４４Ｅ（５４４Ｅ１，５４４Ｅ２）により構成されている。これらの第二可動
部分電極５４４Ｅは、第二静電アクチュエーター５４Ｂにおける本発明の第二部分電極を
構成する。
【００６６】
　そして、２つの第一可動部分電極５４４Ｄは、それぞれ、平面視における平面形状が、
第一固定部分電極５４３Ｄと同一形状に形成されている。第二可動部分電極５４４Ｅも、
同様に、それぞれ、平面視における平面形状が第二固定部分電極５４３Ｅと同一形状に形
成されている。
　また、第一可動部分電極５４４Ｄおよび第二可動部分電極５４４Ｅは、それぞれ、平面
視における平面形状が同一形状に形成されることが好ましい。すなわち、第一固定部分電
極５４３Ｄ、第一可動部分電極５４４Ｄ、第二固定部分電極５４３Ｅ、および第二可動部
分電極５４４Ｅは、平面視において全て同一形状に形成されることが好ましい。
　そして、これらの第一可動部分電極５４４Ｄおよび第二可動部分電極５４４Ｅは、図７
に示すように、平面視において、それぞれ、第一固定部分電極５４３Ｄおよび第二固定部
分電極５４３Ｅと重なる位置に配置されている。
【００６７】
　さらに、可動基板５２には、平面中心を中心点としたリング状の内側可動接続電極５４
７Ａと、内側可動接続電極５４７Ａと同心となるリング状の外側可動接続電極５４８Ａと
、を備えている。
　内側可動接続電極５４７Ａは、仮想円Ｐの内周側に形成され、第一可動部分電極５４４
Ｄ１および第一可動部分電極５４４Ｄ２を接続する。外側可動接続電極５４８Ａは、仮想
円Ｐの外周側に形成され、第二可動部分電極５４４Ｅ１および第二可動部分電極５４４Ｅ
２を接続する。
【００６８】
　（６－３．静電アクチュエーターの構成）
　図１０は、第二実施形態の静電アクチュエーター５４Ａ，５４Ｂの配線図である。
　第一静電アクチュエーター５４Ａおよび第二静電アクチュエーター５４Ｂは、図１０に
示すように、電気的に並列に接続される。したがって、電極パッド５４６Ｐ１，５４６Ｐ
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２間に駆動電圧を印加すると、これらの第一静電アクチュエーター５４Ａおよび第二静電
アクチュエーター５４Ｂに同じ駆動電圧が印加される。
【００６９】
　一方、第一静電アクチュエーター５４Ａに着目すると、互いに対向する第一固定部分電
極５４３Ｄ（５４３Ｄ１，５４３Ｄ２）および第一可動部分電極５４４Ｄ（５４４Ｄ１，
５４４Ｄ２）により、第一部分アクチュエーター５５Ｄ（５５Ｄ１，５５Ｄ２）が構成さ
れる。そして、これらの第一部分アクチュエーター５５Ｄ１および第一部分アクチュエー
ター５５Ｄ２は、上記第一実施形態と同様、電気的に直列に接続されている。
　第二静電アクチュエーター５４Ｂにおいても同様であり、互いに対向する第二固定部分
電極５４３Ｅ（５４３Ｅ１，５４３Ｅ２）および第二可動部分電極５４４Ｅ（５４４Ｅ１
，５４４Ｅ２）により、第二部分アクチュエーター５５Ｅ（５５Ｅ１，５５Ｅ２）が構成
される。そして、これらの第二部分アクチュエーター５５Ｅ１および第二部分アクチュエ
ーター５５Ｅ２は、上記第一実施形態と同様、電気的に直列に接続されている。
【００７０】
　したがって、上記式（５）～（７）に示されるように、第一静電アクチュエーター５４
Ａの各第一部分アクチュエーター５５Ｄ１，５５Ｄ２に作用する静電引力は、部分電極間
ギャップの値によらず同値となる。第二静電アクチュエーター５４Ｂにおいても同様であ
り、各第二部分アクチュエーター５５Ｅ１，５５Ｅ２に作用する静電引力は、部分電極間
ギャップの値によらず同値となる。
　これにより、例えば、初期ギャップにおいて、部分電極間ギャップの値に、例えば測定
精度に影響しない程度の僅かな差があり、静電アクチュエーター５４Ａ，５４Ｂに電圧を
印加した場合であっても、これらの部分電極間ギャップの差が開くことがなく、保持部５
２２を均一に撓ませることができる。
【００７１】
　〔７．第二実施形態の作用効果〕
　第二実施形態の波長可変干渉フィルター５Ａは、第一静電アクチュエーター５４Ａおよ
び第二静電アクチュエーター５４Ｂを備え、これらが電気的に並列に接続されている。ま
た、第一静電アクチュエーター５４Ａは、第一部分アクチュエーター５５Ｄ１，５５Ｄ２
が直列に接続されることで構成され、第二静電アクチュエーター５４Ｂは、第二部分アク
チュエーター５５Ｅ１，５５Ｅ２が直列に接続されることで構成されている。また、第一
部分アクチュエーター５５Ｄ１，５５Ｄ２は１８０度間隔で配置され、すなわち、基板中
心に対して点対称となる位置に配置されている。同様に、第二部分アクチュエーター５５
Ｅ１，５５Ｅ２は、１８０度間隔で配置され、すなわち、基板中心に対して点対称となる
位置に配置されている。さらに、第一部分アクチュエーター５５Ｄ１，５５Ｄ２を構成す
る第一固定部分電極５４３Ｄ１、５４３Ｄ２および第一可動部分電極５４４Ｄ１，５４４
Ｄ２は、平面視において、同一形状に形成されており、第一固定部分電極５４３Ｄ１と第
一可動部分電極５４４Ｄ１とが互いに対向し、第一固定部分電極５４３Ｄ２と第一可動部
分電極５４４Ｄ２とが互いに対向して配置されている。第二部分アクチュエーター５５Ｅ
１，５５Ｅ２を構成する第二固定部分電極５４３Ｅ（５４３Ｅ１，５４３Ｅ２）および第
二可動部分電極５４４Ｅ（５４４Ｅ１，５４４Ｅ２）も、平面視において、同一形状に形
成され、互いに対向して配置されている。
【００７２】
　このため、上記第一実施形態と同様に、電極パッド５４６Ｐ１，５４６Ｐ２間に駆動電
圧を印加すると、第一静電アクチュエーター５４Ａの各第一部分アクチュエーター５５Ｄ
１，５５Ｄ２での静電引力が同値となり、第二静電アクチュエーター５４Ｂの各第二部分
アクチュエーター５５Ｅ１，５５Ｅ２での静電引力が同値となる。したがって、固定反射
膜５６および可動反射膜５７間のギャップを変動させた場合でも、固定反射膜５６および
可動反射膜５７の平行性を維持することができ、分解能の低下を抑えることができる。
　また、このような波長可変干渉フィルター５を備えた測色センサー３では、検出部３１
にて、高分解能で分光された光を検出することができ、正確な光量検出結果を得ることが



(16) JP 5673075 B2 2015.2.18

10

20

30

40

50

できる。さらに、測色装置１では、この測色センサー３により検出された光量により、検
査対象Ａの測色を行うことで、精度の高い測色処理を行うことができる。
【００７３】
　そして、第二実施形態の波長可変干渉フィルター５Ａでは、第一静電アクチュエーター
５４Ａおよび第二静電アクチュエーター５４Ｂが並列に接続されている。このような構成
では、例えば、４つの部分アクチュエーターが直列に接続されている場合に比べて、各部
分アクチュエーター５５Ｄ，５５Ｅに印加される電圧を大きくすることができ、省エネル
ギー化を促進できる。
【００７４】
〔他の実施の形態〕
　なお、本発明は前述の実施形態に限定されるものではなく、本発明の目的を達成できる
範囲での変形、改良等は本発明に含まれるものである。
【００７５】
　例えば、上記実施形態では、ダイヤフラム状の保持部５２２を例示するが、例えば、可
動部の中心に対して点対象となる位置に設けられる複数対の梁構造を有する保持部が設け
られる構成などとしてもよい。
　この場合、梁状保持部が等角度間隔で配置される構成とすることで、保持部が撓んだ際
の応力バランスを均一にで、可動部の傾斜を抑えることができる。また、この場合、静電
アクチュエーターは、各梁状保持部の位置に対応して部分アクチュエーターが配置される
構成とすればよい。
【００７６】
　また、上記第二実施形態において、第一静電アクチュエーター５４Ａおよび第二静電ア
クチュエーター５４Ｂが、それぞれ２つの部分アクチュエーターにより構成される例を示
したが、第一実施形態と同様、３つ以上の部分アクチュエーターにより構成されるもので
あってもよい。
【００７７】
　さらに、第二実施形態において、第一静電アクチュエーター５４Ａを構成する第一固定
部分電極５４３Ｄおよび第一可動部分電極５４４Ｄと、第二静電アクチュエーター５４Ｂ
を構成する第二固定部分電極５４３Ｅおよび第二可動部分電極５４４Ｅと、が全て平面視
において同一形状に形成される例を示したが、これに限らない。例えば、第一固定部分電
極５４３Ｄおよび第二固定部分電極５４３Ｅが、平面視において、異なる形状に形成され
ていてもよい。
【００７８】
　さらに、上記第一および第二実施形態では、波長可変干渉フィルター５、５Ａとして、
第二基板である可動基板５２に可動部５２１が設けられ、可動基板５２の可動部５２１が
固定基板５１側に向かって変位する例を示したが、これに限らない。例えば、固定基板５
１にも可動部が設けられ、この可動部が可動基板５２側に変位可能な構成などとしてもよ
い。
【００７９】
　さらには、上記第二実施形態において、第一可動部分電極５４４Ｄ同士を接続するため
に、リング状の内側可動接続電極５４７Ａを用い、第二可動部分電極５４４Ｅ同士を接続
するために、リング状の外側可動接続電極５４８Ａを用いたがこれに限定されない。すな
わち、第一可動部分電極５４４Ｄ同士が接続される構成、第二可動部分電極５４４Ｅ同士
が接続される構成であれば、いかなる形状の接続電極が形成されていてもよい。ただし、
保持部５２２上に接続電極を形成する場合、保持部５２２の撓みを均一にして、可動部５
２１を平行に維持する必要がある。したがって、基板中心（可動部５２１の中心）に対し
て点対称となる形状に接続電極を設けることが好ましく、上記第二実施形態のように、仮
想円Ｐと同心となるリング状に形成することで、保持部５２２に対する応力バランスを均
一に保つことができる。
【００８０】
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　そして、上記実施形態において、光モジュールとして、測色センサー３を例示し、光分
析装置として測色装置１を例示したが、これに限定されない。
　例えば、本発明の光モジュールを、波長可変干渉フィルター５により取り出された光を
受光素子により受光することで、ガス特有の吸収波長を検出するガス検出モジュールとし
て用いることもでき、光分析装置として、ガス検出モジュールにより検出された吸収波長
からガスの種類を判別するガス検出装置として用いることもできる。
　さらには、例えば、光モジュールは、例えば光ファイバーなどの光伝達媒体により伝送
された光から所望の波長の光を抽出する光通信モジュールとしても用いることができる。
また、光分析装置として、このような光通信モジュールから抽出された光からデータをデ
コード処理し、光により伝送されたデータを抽出する光通信装置として用いることもでき
る。
【００８１】
　その他、本発明の実施の際の具体的な構造および手順は、本発明の目的を達成できる範
囲で他の構造などに適宜変更できる。
【符号の説明】
【００８２】
　１…光分析装置としての測色装置、３…光モジュールとしての測色センサー、５…波長
可変干渉フィルター、３１…検出部、４３…分析処理部である測色処理部、５１…第一基
板である固定基板、５２…第二基板である可動基板、５４…静電アクチュエーター、５４
Ａ…第一静電アクチュエーター、５４Ｂ…第二静電アクチュエーター、５５（５５Ａ，５
５Ｂ，５５Ｃ）…部分アクチュエーター、５５Ｄ（５５Ｄ１，５５Ｄ２）…第一部分アク
チュエーター、５５Ｅ（５５Ｅ１，５５Ｅ２）…第二部分アクチュエーター、５６…第一
反射膜である固定反射膜、５７…第二反射膜である可動反射膜、５４１…第一電極である
固定電極、５４２…第二電極である可動電極、５４３（５４３Ａ，５４３Ｂ，５４３Ｃ）
…第一部分電極である固定部分電極、５４３Ｄ（５４３Ｄ１，５４３Ｄ２）…第一部分電
極である第一固定部分電極、５４３Ｅ（５４３Ｅ１，５４３Ｅ２）…第一部分電極である
第二固定部分電極、５４４（５４４Ａ，５４４Ｂ，５４４Ｃ）…第二部分電極である可動
部分電極、５４４Ｄ（５４４Ｄ１，５４４Ｄ２）…第二部分電極である第一可動部分電極
、５４４Ｅ（５４４Ｅ１，５４４Ｅ２）…第二部分電極である第二可動部分電極。
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